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44 2 57 5 4 112
幼稚園型 5 0 44 5 7 61
保育所型 16 5 17 0 0 38
地方
裁量型
0 0 7 2 0 9





















































































































































































































































































0 ～ 5名 26 69
6 ～ 10名 2 7
11 ～ 15名 1 0








































































50万円以上～ 100万円未満 4 4
100万円以上～ 150万円未満 2 2
150万円以上～ 1200万円未満 6 2
200万円以上～ 250万円未満 6 2
250万円以上～ 300万円未満 0 2
300万円以上～ 350万円未満 0 0
350万円以上 5 3
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傾向では、子育て支援として子育て相談と親子登
園を中心に、一時保育やその他の取り組みは地域
の状況に即して実施されていると捉えられた。
　支援を展開する上で最も重要となってくるの
が、人材と費用であろう。人材に関して本研究で
は、子育て支援の担当として専任の職員も兼任の
職員も配置されていない施設が少なからず存在
し、その対応を園長や主任などが遂行しているこ
とが明らかになった。子育て支援の計画や立案、
子育て相談などについても、担当者の有無に限ら
ず、園長や主任が関わることが多いことからも、
認定こども園の園長や主任への負担が大きいと推
察された。
　費用に関しては、一時保育は年齢や時間に応じ
て有料となっていたが、主な取り組みとなって
いた子育て相談と親子登園ではほとんどが無料で
あった。支援を必要としている保護者などが抵抗
なく、安心して利用できることが子育て支援の核
になると考えると、利用料が必要ないことは欠か
せない特徴となるだろう。しかし、子育て相談で
は、設定されている受付時間の有無に関わらず、
相談者の希望に沿って受け付けていることから、
予測できない相談に対応できる時間や能力が必要
となる。親子登園では、活動内容を充実させよう
とすると、場所や遊具、材料などが必要となる。
つまり、人材や活動の質を高めることで、子育
て支援の質を高め、利用者に還元するためには、
最低限の費用が不可欠となってくる。本研究で
は、主に行政による経済的な補助がある施設は
半数にも満たず、その額にも地域の差が大きい
ことがわかった。経済的に充実しなければ子育て
支援の質が向上しないと断言することはできない
が、ひとつの重要な要素である可能性は高いこと
が示唆された。
　今後は、本稿で整理をした結果を基に、子育て
相談の相談内容や親子登園の活動内容、施設独自
に実施している活動などをより詳細に整理してい
く。さらに、本稿では示すことができなかった認
定こども園が感じている子育て支援における課題
や展望を含めて分析することで、認定こども園に
おける子育て支援を充実していく手がかりを見出
していきたい。
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図 13．子育て支援に関する援助の計画・立案の状況
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